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1．はじめに 
 
 ヨーロツパにおける欧州連合（EU）の拡大と深化、他方、アメリカにおける NAFTA の存在お
よび米州自由貿易地域（FTAA：Free Trade Area of the Americas）構想（現在、交渉停止中）を背景
として、東アジアにおいても、自然発生的な地域統合から制度的地域統合をめぐる議論が学界
で活発化しているだけでなく、現実の国際政治的アジェンダにもなってきている。その一つに
東アジア共同体（East Asian Community：EAC）がある。 
 実際、2004年 9月、小泉首相（当時）は国連総会一般演説において、「ASEAN＋3の基礎の上に
立って、私は『東アジア共同体』横想を提唱しています」と発言した。また、鳩山首相（当時）
は 2009年10月にタイ･ホアヒンで開かれた東アジア首脳会議において東アジア共同体を提唱し
た。しかし、いずれの共同体構想も内容的には不十分で明確な実体がない。 
 国際政治的アジェンダとしての東アジア共同体だけでなく、学会における東アジア共同体構
想も、問題の性質上、その実態は必ずしも明らかではないし、意見の一致もあるわけではない。
小稿では、この EACの足跡および将来像をめぐる諸問題を検討する。このような観点からの概
観は、EACに対する理解を深め、その問題点や課題を整理することになるから、意義のないこ
とではないであろう。 
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2．ASEAN共同体構築の軌跡 
 
 紆余曲折を経ながらも、2008年 12月 15日に ASEAN共同体の基本法に相当する ASEAN憲草
が発効し、ASEAN は欧州連合（EU）のような国際法上の法人格を有することになった。ASEAN
共同体の拡大版とも理解することができる東アジア共同体を検討する前に、先行例としての
ASEAN共同体構築の軌跡を辿ることは有益である。 
 東南アジア諸国連合（ASEAN）は 1967 年に「ASEAN 設立宣言（バンコク宣言）」に基づいて結
成された。結成当時、加盟国は、シンガポール、インドネシア、マレーシア、フィリピン、タ
イの 5か国であった。冷戦下では、これらの加盟国は反共体制を共有軸としていたため、ASEAN
加盟国の拡大は 1984 年のプルネイの参加にとどまっていた。冷戦の終結に伴って、1995 年に
ベトナムが、1997年にラオスとミャンマーが、1999年にカンボジアが加盟し、ASEAN lOか国
体制となった。これら 10か国の間では経済発展段階の相違による経済格差および政治体制の相
違がはっきりしているので、ASEAN共同体構築に向かってはさまざまな困難や障害が予想され
る。 
 ASEAN 共同体構築の出発点になったのは、1992 年の ASEAN 自由貿易地域（AFTA）合意であ
る。それ以降地域経済統合に向けてさまざまな分野で段階的に政策措置がとられてきている。
1996年における ASEAN産業協力スキーム（AICO）発表、1998年における ASEAN投資地域協定
（AIA）およびハノイ行動計画、2004年におけるビエンチャン行動計画などである。その間、1997
年 12月の第 2回非公式首脳会議で採択された「ASEANビジョン 2020」がある。このビジョン
は 2020年の ASEANについて、安全保障、経済、社会文化に関する結合された共同体というビ
ジョンを提示した。ASEAN共同体が具体的目標になったのは、2003年 10月の第 9回首脳会議
で採択された「第二 ASEAN協和宣言（バリ・コンコードⅡ）」である。同宣言は、安全保障共同
体（ASEAN Security Community：ASC）、経済共同体（ASEAN Economic Community：AEC）、社会・
文化共同体（ASEAN Socio-Cultural Community：ASCC）の三本柱から構成される ASEAN 共同体
を 2020年までの創設を目標とした。 
 その後、2005 年の首脳会議で ASEAN 憲章制定のための賢人会議が設置され、その報告書が
2007年に提出された。この報告書をベースに討議され、ASEAN憲章が 2007年 11 月 20日の第
13回 ASEANサミットにおいて採択・署名され（このとき、2015年までに共同体創設を前倒しす
ることが合意された。ただし、経済共同体については、2006年の第 38回 ASEAN経済閣僚会議
で 2015年の設立が合意されていた）、2008年 12月 15日に基本法に相当する ASEAN憲章が発
効した。それに至る過程は順調ではなかったし、重要な問題点も積み残されている。例えば、
第 20条および第 26条に基づく制裁制度の導入に関しては、ミャンマー、ラオス、ベトナムの
新加盟国は強く反発し、その導入に全会一致の同意があるわけではない。 
 内政不干渉および意思決定方式に関する全会一致原則の憲章への明記は賢人会議報告書の趣
旨に反するものであったし、全会一致に至らない重要案件および憲章への重大な違反があった
場合、その問題の対処法は首脳会議に付託されるにとどまっている。多数決原理の導入や協定
違反に対する制裁措置の導入は見送られたわけであり、共同体設立にあたっての重要な課題が
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取り残されていると言ってよい。 
 軍事政権下のミャンマー、社会主義国ベトナムの政治体制の民主主義体制への移行は、経済
発展による一人当たり GDPの上昇を通じて都市中間階級層が分厚くなってくれば、実現の可能
性がないわけではない。それが実現されれば、政治体制の相違から生じる重要な問題の解決の
糸口が見えてくる。実際、かつてアジア地域で見られた権威主義的独裁体制（例えば、インドネ
シア、フィリピン、マレーシア、韓国、台湾）の崩壊の主要因は、経済発展を通じた一人当たり
GDPの上昇による都市中間層の台頭であったとの見方が有力である。 
 ここで、今述べた問題点や課題を、実際の「ASEAN憲章」を参照して、検討しておこう。「ASEAN
憲章」については、その主な内容が第一表に示されている。このうち、とりわけ、注目すべき
と思われるいくつかの条文を再述（抜粋）しておく。 
 第 1条の目標では、⑴ 地域の平和、安全、安定を維持強化する。⑵ ………経済的に統合さ
れた、単一市場と生産基地を創出する。⑶ 民主主義を強化し、…人権と基本的自由を促進する。 
 第 2条の原則では、⑴ 加盟国の独立や主権を尊重する。⑵ 加盟国の内政への不干渉。……
…⑸ 基本的自由と人権を尊重し、社会的正義を推進する。 
 第 7条によって、ASEAN首脳会議は ASEANの最高政策決定機関であり、年 2回開催される
と規定されている。 
 第 9条で ASEAN共同体理事会が安全保障共同体（ASC）、経済共同体（AEC）、社会・文化共同
体（ASCC）の三本柱から成立することを決めている。 
 第一の安全保障共同体は包括的な政治・安全保障協力により地域における平和、安定、民主
主義、繁栄を強化することをテーマとしている。第二の経済共同体は域内での財・サービスだ
けでなく資本や労働の自由移動をも認める共同市場の創出を目標としている。第三の社会文化
共同体は政治、経済だけでなく、健康、教育、環境、生活の質、弱者などの問題を処理に当た
ることを目的にしている。 
 ただし、安全保障共同体および社会文化共同体は経済共同体に比べるといまだ具体像が欠け
ていると言ってよく、残されている課題は多い。とりわけ、軍事政権下のミャンマー、社会主
義国であるベトナムにおける内政不干渉問題、民主化問題、人権問題について、解決のための
交渉に伴う困難が大きいものの、この問題の処理が真の意味での共同体成立の成否がかかって
いると言ってよいであろう。政治体制の移行に関しては、すでに見たように、経済発展による
一人当たり GDPの上昇にともなう中間層の台頭が自由・民主主義への要求を強め、その勢力拡
大が政治体制を民主主義体制移行へのソフトランディンソ（あるいは、場合によっては、ハード
ランディンソ）をもたらすことが予想できる。 
 第 20 条の協議とコンセンサスでは、基本原則として、ASEAN における意思決定は協議とコ
ンセンサス（全会一致）に基づくとされている。コンセンサスが得られない場合は、首脳会議が
決定方式を定めることができ、重大な憲章違反がある場合には、その案件は ASEAN首脳会議に
付託される。 
 第 26 条の未解決の紛争では、紛争が解決出来ない場合には、（本憲章の先の規定適用後に）
ASEAN首脳会議に決定が付託される。 
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 第 20条の意思決定方式に関しては賢人会議において多数決原理の採用が検討されたが、合意
が得られず、重大な憲章違反がある場合には、その制裁については首脳会議に付託されるとい
うあいまいな表現にとどまっている。 
 また、第 26条における未解決の紛争処理の問題でもやはりあいまいで重要な課題が残されて
いる。 
 これらの 2 点に関する議論の進展と収束が共同体としての機能を十分果たすことができるか
どうかの重要な分岐点である。東アジア共同体構築をめぐっても、地域内の政治体制が異な 
ることを考慮すれば、同様で深刻な問題点となる。 
 
3．東アジア共同体構想の足跡 
 
 1990年 12月、マレーシアのマハティール首相（当時）は、EAEG（East Asia Economic Group）
構想を発表した。この構想は、当時の EC（欧州共同体）および北米の NAFTA を意識しながら、
ASEAN、中国、韓国、香港、日本などを含むアジア経済統合体を目指したものであった。しか
しながら、オーストラリア、ニュージーランド、米国を除外していたから、とりわけ米国は排
他的な経済ブロツクであると強硬に反対した。この批判を回避するために、EAEG 構想のブロ
ツク的性格を弱めた EAEC（East Asia Economic Caucus：東アジア経済評議会）が 1992年 10月に
提案されたが、米国、オーストラリア、ニュージーランド、日本の不支持のため、EAEC 構想
は断念された経緯がある。挫折した構想であるとは言え、欧州、北米地域経済統合を認識し、
地域としての発言力・交渉力を高めることを目指した東アジア共同体へ向けての萌芽であると
見ることができよう。 
 1997年 7月タイで発生したアジア通貨危機は、ドミノ倒しのようにマレーシア、フィリピン、
インドネシアに拡大し、香港、韓国にまで飛び火し、経済危機に発展した。この危機がなぜ発
生したかについては、諸説があり、ここでは言及しない。 
 日本はアジア通貨危機発生後、ただちに「アジア通貨基金」（Asian Monetary Fund：AMF）構
想を提案し、危機を食い止めようとしたが、日本のリーダーシップによる国際機構創出を懸念
し、IMFを重視した米国や中国が反対したことで、AMF構想は頓挫した。 
 2000年 5月、タイのチェンマイで開催された第 2回 ASEAN＋3蔵相会議で、資本流出入に 
関するデータの交換、既存の通貨スワップ網を拡充するという 2点が合意された。これが二国
間通貨スワップ取極め（Bilateral Swap Arrangement）構築を骨子とするチェンマイ・イニシャティ
ヴ（Chiang Mai Initiative：CMI）である。このチェンマイ・イニシャティヴを契機に日本、中国、
韓国、タイ、マレーシア、フィリピン、インドネシア、シンガポールの 8カ国で締結された通
貨スワップ協定は徐々に協定額を拡充しつつある。 
 ただし、CMIはいまのところ IMFの機能を補完する立場にあり、IMFプロソラムによる縛り
がある。地域独自の通貨の安定性という観点からは IMFによる縛りを削減してゆくと言う課題
が与えられている。そのためには、地域内サーベイランス機能を強化する必要がある。 
 いずれにしても、アジア通貨（経済）危機は、その処理と対応策の協議を通じて、東アジアに
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ASEANと日本・中国・韓国を対話と協力関係を築く契機となった。それを契機として、地域金
融協力、貿易・投資・援助などの地域経済協力、さらには、その地域における国々における多
様な FTA、EPAの締結へと進展した。そのうえ、毎年開かれる ASEAN＋3首脳会議では、経済
問題だけでなく、政治、安全保障問題も議論の狙上にのぼるようになった。欧州連合（EU）構築
の足跡を参照すれば、40～50年のタイムスパンを持つと予想される遠大な東アジア共同体構築
への歩みをさしあたり開始したと見てよいであろう。 
 
4．東アジア共同体構築の方向性 
 
4.1 東アジアをめぐる既存の組織・協力体 
 
 東アジア地域に立地する諸国は多様な政治・経済・文化・宗教・言語・民族から成立してい
る。したがって、共同体を全く新規に構築するのではなく、すでに機能している組織や協力体
を活用、それらを共同体創設に向けての基盤にするのが現実的で、得策であろう。すでに下記
のような組織が活動している。しかも、それらは多分野で錯綜するように並存しており、乱立
状態にあると言ってよい。その様子は第一図に示されている。第一図で示された以外に必ずし
も網羅的ではないが構想を含めて、東南アジア友好協力条約、上海協力機構、環太平洋戦略的
経済連携協定、アジア太平洋自由貿易圏などの組織体が指摘される。下記にそれぞれの組織体
の概略を示しておく。 
 
⑴ ASEAN l0首脳会議：ASEANの最高意思決定機関（1976年第一回首脳会議） 
 
⑵ ASEAN l0＋3首脳会議（1997年第 1回首脳会議）： 
ASEAN l0＋3（日、韓、中国）、ASEANと日中韓で幅広い分野で具体的な協力を進展させ
る場 
 
⑶ 東アジア首脳会議（EAS：2005年第 1回首脳会議）： 
ASEAN l0＋3＋オーストラリア、ニュージーランド、インド；地域共通の問題に対し、
首脳主導で具体的協力を発展させる場。2011 年からロシア、米国が参加することが
ASEAN外相会議で受け入れ方針が固まった。これまでは参加 16ヶ国：ASEAN l0＋8） 
 
⑷ ASEAN地域フォーラム（ASEAN Regional Forum：ARF、1994年第 1回閣僚会議）： 
アジア太平洋における政治・安全保障分野を対象とする全域的な対話のフォーラム 
 
⑸ AEAN拡大外相会議（ASEAN Post-Ministerial Conference：ASEAN・PMC）： 
主に経済問題を中心とした ASEANと先進国の多国間・2国間協議の場（日本、アメリカ、
オーストラリア、カナダ、ニュージーランド、EUが参加）。 
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⑹ 東南アジア友好協力条約（Treaty of Amity and Cooperation：TAC、1976年調印）： 
ASEAN の基本条約で、東南アジアにおける平和・友好・協力を目的とする。ASEAN l0
カ国と域外 18カ国の計 28カ国（日本、ロシア、韓国、北朝鮮、米国、フランス、中国、
インド、パキスタン、ニュージーランド、カナダ、トルコなど 2010年現在）。 
 
⑺ ASEAN lO＋3の財務省・中央銀行による「アジア債券市場イニシャティブ（Asian Bond Market  
Initiative：ABMI）」プロジェクト： 
アジアボンドファンド（ABF）と相互補完することによって、証券化、信用保証、格付機
関、為替・資本規制、証券決済といった各分野における規制・インフラの改善が目的。 
 
⑻ アジア欧州会議（Asia-Europe Meeting：ASEM、1996年第 1回首脳会議）： 
アジアと欧州両地域における、政治・経済・文化を三つの柱にして、協力関係を強化す
ることを目的。 
 
⑼ アジア太平洋経済協力（Asia-Pacific Economic Cooperation：APEC、1989年第 1回閣僚会議）： 
アジア太平洋地域の持続可能な発展を目的とし、域内の主要国・地域が参加するフォー
ラム。 
 
⑽ 環太平洋戦略的経済連携協定（Trans-Pacific Strategic Economic Partership Agreement：TPP）： 
APEC を自由貿易協定化しようとの試み：シンガポール、ブルネイ、チリ、ニュージー
ランドが原加盟国（2006年 5月発効）、例外品目がなく 100％自由化を達成する質の高い
FTA。米国、豪州、ペルー、ベトナムなどが交渉中で、日本も交渉参加を検討中。 
 
⑾ アジア太平洋自由貿易圏（Free Trade Area of Asian-Pacific：FTAAP）： 
アジア太平洋経済協力会議（APEC）の 21ヶ国・地域は関税などを撤廃する自由貿易圏構
想、アメリカが提唱。 
 
⑿ 上海協力機構（Shanghai Cooperation Organization：SCO）： 
加盟国が共通して抱える国際テロリズム、民族分離運動、宗教過激主義への共同対処の
ほか、経済、文化など、幅広い分野における協力の強化を目指し、2001 年に創設された。
（加盟国：ロシア、中国、カザフスタン、キリギス、タジキスタン、ウズべキスタン） 
 
 ⑴ から ⑿ のうちで、⑽ の TPPおよび ⑾ の FTAAPは、自由化の程度に差異があるとして
も、APEC を法的拘束力のある自由貿易圏に移行させようとするものであり、アメリカが成長
著しい東アジア地域から政治的・経済的に排除されまいとする意図が濃厚である。 
東アジア共同体（East Asian Community）構想をめぐって 
―  ― 121
4.2 東アジア共同体構築を巡る遠心力と求心力 
 
 地域を東アジアに限定せずに広域化をめざす諸力を、ここでは、東アジア共同体構築を巡る
遠心力と呼んでおこう。すでに見たように、様々な組織や協力体が東アジア地域を巡って錯綜・
重複し、乱立状態にある。 
 この広域化を目指す遠心力の典型的な例が東アジア首脳会議へのロシア、米国の参加である
（2011 年正式加盟）。二つの大国であるロシアと米国は世界で目覚しい成長を遂げる東アジア地
域から経済的に排除されることになれば自国の今後の経済成長に重大な悪影響を及ぼすものと
懸念している。それだけではなく、参加しなければ、世界政治における自国の政治的影響力が
低下することになるとの戦略上の配慮がある。ただし、東アジア首脳会議で米国、中国、ロシ
アが対立し、実質的な合意が得られない場合や、政治・経済領域での 3国のプレゼンスが大き
くなりすぎる懸念がある。そういう場合には、東アジア首脳会議の東アジア地域としての存在
意義は消失してしまうであろう。 
 一方、東アジア共同体構築のために東アジア地域に固有の要素を抽出し、地域の結束力や発
言力を高めるための地政学的よりどころを東アジア共同体構築を巡る求心力と呼んでおこう。
地域主義（Regionalism）本来の目標は、第一に、中小国（地域）だけでは有力国には交歩上不利な
立場におかれる懸念があるから、中小国（地域）が結束して交渉力を強めること、第二に、中小
国（地域）が経済統合して市場を拡大し、規模の経済を享受することにあり、第三に、地域の文
化的、歴史的、社会的、経済的な独自性を維持、発展させることにある。このような観点から
は、地域を限定しない広域化は地域共同体本来の目的を失ってしまうであろう。以下では、遠
心力と求心力のせめぎあいという観点から東アジア共同体構築の方向性を検討してみよう。 
 2007年ASEAN l0＋3首脳会議の議長声明と東アジア協力に関する第2共同宣言では、ASEAN l0
＋3首脳会議が東アジア共同体創設で主要な役割を果たすこととしている。 
 また、東アジア共同体創設は ASEAN l0＋3首脳会議主導で行われることも明確になっている
が、とりわけ、ASEAN を推進力とするとしている。ASEAN 共同体は東アジア共同体創設の先
行例として内容の枠組み決定に大きな役割を果たしてゆくのは自然な成り行きである。 
 経済統合は、ASEAN＋中国、ASEAN＋韓国、ASEAN＋日本の関係をベースにして構築してゆ
くことになろう。これらの間にはすでに ASEAN をハブに三本のスポークが繋がっている FTA
網がめぐらされているから、このネットワークを基盤に、ASEAN l0＋3を東アジア共同体の部
分共同体である経済共同体を出発点にする。そのためには、日・中・韓の連携が不可欠である。
過去の歴史的事実を認識しながらも、未来志向型の連携が東アジア地域を安定させ、東アジア
地域のプレゼンスを世界に向けてアピールすることができる。また、ASEAN共同体は未だその
目標を達成しておらず、東アジア共同体についても判然としない構想の域にある。とはいって
も、重要な共通の問題を共有しているから、ASEAN共同体の共同体としての進捗状況および東
アジア共同体構想はほぼ同時進行的であると見ることもできる。 
 すでに発効した ASEAN共同体憲章を参考にして、東アジア諸国（この場合には、ASEAN l0＋
3から成立）を想定した下記に見るような東アジア共同体憲章案の提案などの例がある。 
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 『東アジア共同体憲章案』（中村・須網・白井・佐藤（2008）、P.80）は次のように指摘してい
る。「「ASEAN＋3」を基軸とする「東アジア共同体」を設計するのであれば、ASEAN の共同体
形成プロジェクトの内実と調和的で、相互補完的な東アジア共同体を設計することから始める
のが最も現実的な選択となろう。すでに日中韓 3か国も、ASEANが東アジアの地域主義の意思
を日中韓 3か国にも共有させるプロジェクトの「駆動力（driving force）」となることを肯定して
いる（2005 年東アジア・サミット宣言など）。このように ASEAN 共同体形成の目的や手法に学
びながら、しかし、それだけにはとどまらない、日中韓を含めた「東アジア」全体の単位での
共通の関心事に有効に対処できるような共同体を設計すべきことになる。」 
 また、同書は共同体の具体的内容を条約案の形態で示しており、興味深く、参考になる。東
アジア共同体の政策分野を同書にしたがって列挙すると以下のようになる。 
  ＊ 地域安全保障 
  ＊ 国際犯罪 
  ＊ 公衆衛生・自然災害 
  ＊ 食料協力 
  ＊ 開発格差の縮小・貧困の緩和 
  ＊ 市場構築 
  ＊ 通貨・金融協力（アジア通貨単位：ACUの導入を含む） 
  ＊ エネルギー協力 
 このようにこの憲章（案）は、経済分野だけでなく、非経済分野（安全保障、国際犯罪、公衆衛
生・自然犯罪）も網羅している。 
 ここで、すでに発効している ASEAN 憲章とここで提示されている東アジア共同体憲章（案）
との関係を見ておこう。 
 
 ＊憲章案では、第 23 条において、東アジア首脳理事会は共同体の最高決定機関としている
（ASEAN憲章では第 7条に対応）。 
 
 ＊憲章案では第 35条において（ASEAN憲章では 20条に対応）紛争処理の方法が規定されてい
る。第 3項において、紛争当事国である構成国すべてが同意する場合には共同体のいずれ
かの機関も当該構成国によって要請される役割を果たすことができる。このような役割に
は、斡旋、審査、仲介、調停および仲裁裁判が含まれる。ただし、これらの紛争処理にあ
たっては全会一致が求められている。 
 
 ＊第 36条において（ASEAN憲章では 26条に対応）、共同体の基本的な原則の重大な違反に対
する措置に関する規定がある。そして、第 6項において、加盟国の主権と平等性を維持し、
主権委譲のコストを最小化するため全会一致を前提としている。 
 
 ASEAN憲章では紛争未解決のための処理は首脳会議に付託されたが、この東アジア憲章案で
東アジア共同体（East Asian Community）構想をめぐって 
―  ― 123
は、一歩後退し、全会一致を前提としている。この観点からは、共同体加盟国内における政治
体制の民主主義への移行が、憲章案が有効に機能するためには必要であると考えられる。した
がって、この憲章案に基づく東アジア共同体が実質的に創設されるにはかなりの時間的猶予が
必要であろう。 
 いろいろな組織、協力体の最大公約数的な存在を ASEAN l0＋3に求め、それを東アジア共同
体の母体にするのが最も近道ということになろう。広域化すれば、東アジア地域としてのアイ
デンティティを喪失してしまう。ASEAN 共同体の三本の柱のうち、社会文化共同体は ASEAN
地域の地域としてのアイデンティティの維持を守備範囲としていることは確かである。この東
アジア共同体構想の原点を軽視し、広域化を重視することは本末転倒と言わざるを得ない。 
 アメリカとの軍事関係の観点からから見れば、EUはアメリカとの軍事同盟（NATO）を維持し
つつも、地域同盟を深化、拡大している。この点を重視すれば、東アジア共同体は ASEAN l0
＋3 を核としつつも、他地域とも他の組織・協力体を通じて機能的分担を分かち合うことも可
能であろう。 
 一方、遠心力（広域化）の観点からは、ブロック主義に陥ることのない開かれた地域主義（Open 
Regionalism；地域を問わずメンバーに加盟させる）の主張は効率性を基盤とする経済学的正当性
をもっている。ただし、大国が加入すれば、ソローバルな視点が反映されるだけでなく、大国
の政治的・経済的利害関係が色濃く反映されるようになる。いまのところ、軍事・政治・経済
において圧倒的な力をもつ超大国アメリカがあらゆる組織に参加して、声高に自己主張するこ
とには対しては慎重な対応が必要であろう。 
 地域の独自性の維持を優先する限り、緩やかな開かれた地域主義に軍配があがることになろ
う。地球上を単色のアンソロ・サクソン・スタンダード一色に染め上げることに対しては、地
域主義、民族主義、宗教的観点から、根強い反対論がある。しかし他方で、米・欧関係が EU
の安定的な政治・経済構造によって発展してきたように、安定した東アジア地域と両立する米・
東アジア関係を反映した政治・経済構造が求められる。 
 EUと EUのアメリカとの軍事同盟（NATO）が共存しているように、東アジア首脳会議へのロ
シア、米国の加盟（決定）を視野に入れた場合でも、アメリカの軍事機能分担論が容認される限
り、日米軍事同盟と東アジア共同体との共存もさしあたりは不可能ではないであろう。東アジ
アの独自性を唯一維持することができる ASEAN l0＋3が東アジア共同体の核であり、他の有力
諸国とは異なった組織を通じて機能分担して連携することも可能であろう。 
 東アジア共同体をめぐる最近の情勢は、共同体の中核となるべき東アジア首脳会議が地域的
拡大をともなって域外への遠心力が働いている。共同体は地域共同体構築を本来の目的として
おり、文字通り地域的（地政学的）には ASEAN l0＋3を核とすべきであって、この地域上の核へ
の求心力をどのように高めてゆくかが東アジアに立地する諸国にとって重要な共通の課題であ
ると言ってよい。 
 自由貿易協定という観点からは、より完成度が高く、質も高い TPP構築の構想があるが、FTA
ないしは EPAの枠外にある地域安全保障、開発格差の縮小・貧困の緩和などという課題を地域
内で結束して解決策を探るといった東アジア共同体独自の課題があるから、地域外との FTA・
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EPAといった分野の重複領域があったとしても共同体構築自体はその意味を失うものではない。 
 地域内における経済発展が進展するとともに、地域内格差が縮小し、域内における主要国の
政治体制が民主主義体制に移行することになれば、政治・安全保障上の主要問題の多くが解決
し、共同体構築の可能性が一挙に高まることになる。このことは ASEAN共同体についてだけで
はなく、東アジア共同体についてもあてはまる。40～50年のタイムスパンを考えると、すでに
指摘したように、中国の政治・経済体制は社会主義的市場経済から民主主義的市場経済へと移
行する可能性は充分高いことが予想される。それがなんらかの形で実現すれば、政治・安全保
障上の核心問題を解決することが可能となるであろう。 
 ASEAN共同体構築時と同様に、まず経済統合、そして政治・安全保障問題を地域内の漸進的
民主化を判断しながら段階的に処理してゆくことによって、東アジア共同体構築の可能性は高
まるであろう 1)。 
 
5．むすびに－日本の進路－ 
 
 第二次世界大戦中の日本が軍事的支配を背景にした「大東亜共栄圏」構想の存在を看過する
ことができない。日本は、第二次世界大戦を引き起こし、東アジア地域を中心に甚大な被害を
もたらした責任を認識して、政治的には地域に対してリーダーシップを取らないというリーダ
ーシップをとってきたと言ってもよいであろう。しかし、すでに戦後 65年が経過しているから、
経済的にも、政治的にも、自主的で、多面的な外交政策を推進する環境を自ら整え、東アジア
地域においてリーダーシップを発揮する時期が来ていると考えてもよいであろう。 
 まず、経済分野の側面から見てみよう。日本の現在の対外通商政策は、スリー・トラック・
アプローチ（Three Track Approach）を採用している。つまり、WTOを通じたソローバルな多国
間主義、地域統合を通じた地域限定型の多角主義、二国間交渉を通じた二国間協定である。こ
れらの三つのタイプによる重層型通商政策が現在の日本の通商政策の特徴である。日本ではご
く最近まで（2001 年に入って日本とシンガポールとの最初の 2国間 EPAの締結まで、また最新
の EPAは日本・インドの実質合意：2010年 9月）、WTOを通じたソローバルな多国間主義が唯
一の対外通商政策の基本であった。しかし、激変する世界の政治・経済状況やめまぐるしく変
わる各国の思惑を考慮するとき、日本自身の明確な方針を世界に向かって開示しなければ、日
本の存在価値は薄らいでゆかざるをえない。この観点からも、日本自身の方針の確立は不可欠
である。 
 FTA、EPA をめぐっては日本は立ち遅れている。その足かせとなっているのは、農業分野で
ある。もっとも、農業分野は世界の多くの国でセンシティヴ・セクターである。とりわけ、日
                                                          
1) 経済共同体は財・サービス、人、資本の域内における自由移動を保障する（共同市場）ものである。しか
しながら、人の移動に関しては、他の移動と違って、言語の相違などの理由で移動障壁が高いと考えら
れるが、そういった高障壁が存在したとしても、一挙の移動自由化は大きな混乱をもたらすであろう。
大量の国際間の域内移動自由化を直ちに認めるよりも、準備期間をおいて、段階的な移動の自由化実施
が混乱を回避するという意味で望ましい。東アジア共同体憲章案（第 19 条第一項）では、「人の自由移動
に対する障壁を低下させねばならない。」と指摘するにとどまっている。 
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本では GDPに占める農業部門のシェアーは 1％前後であるにもかかわらず、農業部門の頑固な
までの保護は、GDPの殆どを占める他産業の発展ひいては日本経済全体の産業構造の円滑な転
換を阻害することになりかねない。できるだけ農業分野の生産性を高め、保護措置を少なくす
るためには、所得保障方式による補償が、価格体系の歪みによる非効率性を回避すると言う意
味で、資源配分上優れているから、経済理論と整合的である。つまり、消極的な保護主義に固
執するよりも、所得補償をともなった積極的な農業部門内部における産業内構造転換（例えば、
新生産方式、高品質、新品種、新鮮さなどの独自新要素の取り入れ）が必要である。 
 ただし、一方で、農業の多面的機能を強調する立場もある。例えば、農業の多面的機能を強
調する次のような指摘がある。「情報革命の進展下で農業は、いまや単に食料生産機能だけでな
く、エネルギー資源を創出し、地球環境を保全し、景観や伝統文化を維持・創出する機能を持
つ現実を浮上させたのである。（進藤・豊田・鈴木編（2007））p.15.」 
 これらの諸点を考慮したとしても、現在交渉中の最も自由化の程度が高く、質が高いといっ
てもよい TPPの交渉に参加するためには、農業部門を含めた自由化をよりドラスティックに進
展させることが不可欠であり、日本経済の命運をかけた政治的決断が必要とされている。 
 超大国アメリカおよび政治的・経済的プレゼンスを急速に高めつつある中国との関係を充分
考慮した上で、日本の進路を決定しなければならない。以下で、日本と両国との関係の留意点
を要約しておこう。 
 敗戦後 65年間日本は、軍事的・政治的に日米安全保障条約を基盤に対米一辺倒の対外政策を
とってきた。さらに経済的にもアメリカが経済取引の最大のパートナーであったし、日本経済
全体の経済動向に重要な影響を与えてきた。つまり、日本経済は軍備増強に多くの資源を配分
することなく、アメリカを後ろ盾とした国際経済システムの根幹である IMF、WTO（GATT）、
IBRDを通じた自由化による世界貿易拡大の恩恵を十分に享受することができた。とはいっても、
アメリカ一国単独主義による横暴が日本経済に大きな衝撃やダメージを与えたことも 1980 年
代を中心にあったことも事実である。しかし、様々な障害を克服し、日本経済は、世界でも類
のない高度経済成長を遂げ、1980 年代後半には、一人当たり GDP の観点からは世界の中でも
最も豊かな国の一つになった。しかしながら、近年の構造改革の過程で、経済額域にとどまる
ことなく、文化的・制度的にも、アンソロ・サクソン・スタンダードを無批判・安易に日本社
会にコピー＆ペーストする傾向が強まってきていることは重要な懸念材料の一つとなっている。 
 一方、中国とは 1,500 年以上の密接な文化的交流を持っていたが、第二次大戦を境に戦後ア
メリカヘの一方的な傾斜に陥った。しかし、日中は仏教、儒教、漢字などを共有し、東アジア
において地政学的にも密接な関係にならざるを得ない。しかも、最近では貿易相手国としては、
アメリカよりも重要なパートナーとなってきている。ただし、中国の政治体制は共産党一党独
裁体制であり、政治体制による価値観や見解の相違が、とりわけ、政治的・軍事的観点からみて
大きな障害となっている。しかしながら、やや長期的視点に立つと、経済発展が進展（一人当たり
GDP の上昇）すると同時に、高度情報化が急速に拡大しつつある社会においては、情報の遮断に
よる思想統制や価値基準の押し付けが非常に困難となっている。自由で多様な価値観を求める中
間層の拡大を通じて多くの国民が自由と多様な価値観を基盤とした民主主義を求めるようになり、
摂南経済研究 第 1巻 第 1・2号 （2011） 
―  ― 126
中国の政治体制の民主主義体制へのソフトランディンソ（あるいは、場合によっては、ハードラン
ディンソ）が生じることも不思議ではなく、むしろ必然的なプロセスと考えることもできる 2)。 
 複数政党、三権分立、基本的人権などの民主化要求を主張する中国の民主化活動家劉暁波が
2010 年度のノーベル平和賞を受賞した。この受賞は、民主化への海外からの一層の支援（民主
化への外圧）を受けて、中国内部における民主化モーメント（民主化への内圧）を一層高めること
になるであろう。紆余曲折を経るとしても、民主化への内圧と外圧との一体化が民主化要求実
現、ひいては民主主義国家への移行ための最大の援護射撃になりうるであろう。 
 政治体制の変遷に関してはともかく、1990年代以降、経済成長は著しく、世界的観点から見
ても、中国の政治・経済上のプレゼンスが高まっている。2001 年に WTOに加盟し、国際経済
システム上の諸規定を順守しなければならない立場になった中国経済のプレゼンスの急速な高
まりのいくつかの具体例を以下に指摘することができる。 
  
⑴ 2009年：中国の輸出額はドイツを抜いて世界一に。 
⑵ 2010年：自動車販売世界一に。 
⑶ 2010年：中国の GDPは日本を抜いて世界第二位になる可能性が大。 
⑷ 2009年：アメリカに代わって中国が日本の最大の貿易相手国に。 
⑸ 米財務省の米国債の国別保有残高によると、2009年末では、日本（7,657億ドル）を抜いて、 
中国は世界最大の保有国（8,948億ドル）に。 
  
 遠国の超大国・アメリカと隣国の社会主義大国・中国とのパワー・バランスを勘案して、ど
のように両国関係を構築してゆくかが、日本にとって決定的に重要な今後の課題となっている。 
 戦後一貫した日米安全保障条約を基盤にした対米一辺倒の外交政策を今後も維持してゆくか、
あるいは、米中両者のバランスを勘案しながら、米国にも、中国にも過度に依存しない、しか
も社会的不安定をもたらす二極分化（ごく少数の勝者と圧倒的大多数の敗者）の回避といった日
本独自の価値観を反映する第三の道 3)を模索してゆくかを、長期戦略の観点から、決定すべき
時期に来ていると言ってよい。 
 東アジア共同体構想という観点からは、東アジア地域の独自性および地域独自目標を達成す
るために、日本は、中国、韓国との間で相互信頼関係を醸成しながら連携しなければならない。
それと同時に、アメリカとの距離をある一定範囲内に保ちつつも、東アジア共同体構想への求
心力を重視する積極的推進者としての役割を担うべきであろう。長期的には、中国の政治・経
済体制は社会主義的市場経済から民主主義的市場経済へと移行することが予想される。それゆ
え、さしあたっては日米同盟および対中経済連携を重視しながら、このような事態が生じたとし
ても、中国の政治・軍事体制の変化をも見極めた数種類のシナリオを想定しておく必要がある。 
                                                          
2) 経済発展にともなって政治体制の共存（権威主義的独裁体制あるいは共産党独裁体制と民主主義体制）か
ら、画一的ではないものの基本的には民主主義的市場経済体制への収斂に関する議論は原（2001 年、第3 
章）において行われている。 
3) 「第三の道」は、通常、新自由主義と旧来の福祉国家の中道で、効率と公正を共生させる道（Giddens Anthony
（1998））を意味する。しかしここでは、アンソロ・サクソン・スタンダードと一線を画した東アジア諸国
（とりわけ、中国、韓国）と連携した日本独自の市場経済システムを指すことにする。 
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第一表「ASEAN憲章」の主な内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料出所：http://www.jetro.go.jp/world/asia/asean/data/asean_other03_1003.pdf 
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第一図 ASEMとその他のフォーラムとの関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(注)ARF閣僚会合及び ASEAN･PMCにおいては､欧州からは EUとして参加(加盟国が個々には参加せず)｡ 
 
資料出所:http: //www.mofa.go.jp/mofaj/area/asem/2.html （2010年 8月） 
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